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グループホーム どんぐり 運営規程 

 

（事業の目的） 

第１条 社会医療法人恵和会が開設する「グループホーム どんぐり」（以下「事業所」という。）が行

う指定認知症対応型共同生活介護及び指定介護予防認知症対応型共同生活介護（以下「事業」と

いう。）の適正な運営を確保するために、人員及び管理運営に関する事項を定め、要支援者又は

要介護者であって、認知症の状態にある高齢者等（以下「利用者」という。）に対し、共同生活

住居において家庭的な環境の下で入浴、排せつ、食事等の介護、その他の日常生活上の世話及び

機能訓練を行うことにより、利用者がその有する能力に応じ、自立した日常生活を営むことがで

きるように支援することを目的とする。 

 

（運営の方針） 

第２条 利用者の認知症の症状の進行を緩和し、安心して日常生活を営むことができるよう、利用者の心

身の状況を踏まえ、妥当適切に行う。 

２ 利用者がそれぞれの役割を持って、家庭的な環境の下で日常生活を送ることができるよう配慮し

て行う。 

３ 認知症対応型共同生活介護計画に基づき、漫然かつ画一的なものとならないよう配慮して行う。 

４ 共同生活住居における介護従業者は、懇切丁寧を旨とし、利用者又はその家族に対し、サービス

の提供方法等について理解しやすいように説明を行う。 

５ 利用者本人又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため、緊急やむを得ない場合を除き、身

体的拘束その他利用者の行動を制限する行為を行わない。 

６ 事業者自らその提供する事業の質の評価を行い、常にその改善を図るものとする。 

  ７ 他の介護保険サービス事業者及び保健医療や福祉サービス提供者をはじめ、関係市町村、地域住

民等と密接な連携を図り、総合的なサービスの提供に努めるものとする。 

 

（事業所の名称及び所在地） 

第３条 事業を行う事業所の名称及び所在地は、次のとおりとする。 

（１）名 称  グループホーム どんぐり 

（２）所在地  河東郡音更町木野西通８丁目１番地１４ 

 

（従業者の職種、員数及び職務内容） 

第４条 事業所に勤務する従業者の職種、員数及び職務内容は、次のとおりとする。 

  第１ユニット（１階） 

（１）管理者～常勤１名（2 階の管理者及び 1 階の計画作成担当者、介護従業者を兼務） 

       管理者は、介護保険法及び関係法令を遵守するとともに、監督機関の指示に従い、事業所 

の従業者の管理及び事業の利用の申込みに係る調整、業務の実施状況の把握、その他の管

理を一元的に行う。 

（２）計画作成担当者（介護支援専門員）～常勤１名（管理者、介護従業者を兼務） 

       計画作成担当者は、各利用者の心身の状況等を踏まえ、認知症対応型共同生活介護計画を

作成する。 



 2 

（３）介護従業者～９名以上（うち１名は管理者、うち１名は計画作成担当者を兼務） 

介護従業者（介護福祉士、ホームヘルパー１級及び２級、介護等に対する知識、経験を有

する者等）は、各利用者に応じたサービスの提供にあたる。尚、夜間、早朝及び深夜の時

間帯（午後８時から翌朝午前５時まで）は、夜勤体制として１ユニットにつき１名の介護

従事者を配置する。 

  第２ユニット（２階） 

（１）管理者～常勤１名（第１ユニットの管理者が兼務） 

       管理者は、介護保険法及び関係法令を遵守するとともに、監督機関の指示に従い、事業所 

の従業者の管理及び事業の利用の申込みに係る調整、業務の実施状況の把握、その他の管

理を一元的に行う。 

（２）計画作成担当者（介護支援専門員）～常勤１名（第１ユニット、管理者を兼務） 

      計画作成担当者は、各利用者の心身の状況等を踏まえ、認知症対応型共同生活介護計画を

作成する。 

（３）介護従業者～８名以上（うち１名は計画作成担当者を兼務）   

介護従業者（介護福祉士、ホームヘルパー１級及び２級、介護等に対する知識、経験を有

する者等）は、各利用者に応じたサービスの提供にあたる。尚、夜間、早朝及び深夜の時

間帯（午後８時から翌朝午前５時まで）は、夜勤体制として１ユニットにつき１名の介護

従事者を配置する。 

 

（利用定員） 

第５条 この事業所の利用定員は、第１ユニット９名、第２ユニット９名の計１８名とする。 

 

（事業の内容） 

第６条 要支援２又は要介護１～５の介護認定を受けた者であって、認知症の状態にある高齢者等につい

て、共同生活住居において家庭的な環境の下で入浴、排せつ、食事等の介護、その他の日常生活

上の世話及び機能訓練を行う。 

 

（利用料その他の費用の額） 

第７条 事業の利用料の額は、厚生労働大臣が定める基準によるものとし、事業が法定代理受領サービス

であるときは、その負担割合の額とする。 

２ 前項に規定するもののほか、以下に掲げる費用については、利用者の利用に応じた額を徴収する。 

   （１）居室料…月額４５，０００円（日割り計算の場合は１日１，５００円） 

   （２）光熱水費…月額２４，０００円（日割り計算の場合は１日８００円） 

   （３）食材料費…月額３３，０００円（日割り計算の場合は１日１，１００円） 

   （４）暖房料（１１月～４月の期間）…月額５，０００円（日割り計算の場合は１日１６０円） 

  （５）理美容代…実費 

   （６）おむつ代…実費 

   （７）日常生活費（外食費や医療費等、利用者の負担が適当であるもの）…実費 

 （８）入居保証金…入居時１００，０００円 

３ 前項の費用に係るサービスの提供にあたっては、利用者又はその家族に対して事前に文書で説明
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した上で、サービスの提供や支払いに同意する旨の文書に署名、押印を受けるものとする。 

 

（入居にあたっての留意事項） 

第８条 入居条件及び利用者の留意事項は、次のとおりとする。 

   （１）要支援２又は要介護１～５の介護認定を受けた者を対象とする。 

   （２）原則として、音更町又は帯広市に住民登録された者を対象とする。 

（３）主治医の診断に基づき、認知症であると認められた者を対象とする。ただし、著しい精神症

状や異常行動がある者、急性期状態にある場合等、共同生活を営むことが困難な者を除く。 

（４）利用者は、管理者、計画作成担当者及び介護従業者の指導による日課を励行し、共同生活の 

秩序を保ち、利用者及び介護従業者相互の親睦に務めるものとする。 

   （５）利用者が外出・外泊を希望する場合には、所定の手続により管理者に届け出るものとする。 

   （６）利用者は、健康に留意するものとする。 

   （７）利用者は、共同生活住居の清潔、整頓その他環境衛生のために協力するものとする。 

２ 利用者は、共同生活住居内において次の行為を行ってはならない。 

   （１）宗教や信条の相違などで他人を攻撃し、又は自己の利益のために他人の利益を侵すこと。 

   （２）けんか、口論、泥酔等で他の利用者に迷惑を及ぼすこと。 

   （３）共同生活の秩序若しくは風紀を乱し、又は安全衛生を害すること。 

   （４）指定した場所以外で火気を用いること。 

   （５）故意に共同生活住居若しくは備品、物品に損害を与え、又はこれらを持ち出すこと。 

 

（非常災害対策） 

第９条 管理者は、消防法に規定する消防計画及び風水害、地震等の災害に対処するための計画を作成す

るとともに、当該計画に基づく以下の業務を実施する。 

   （１）消火、通報、避難等の訓練（年２回） 

   （２）消防設備、施設等の点検及び整備 

   （３）利用者及び従業者の火気の使用や取り扱いに関する指導、監督 

   （４）その他、防火管理上必要な業務 

 

（秘密保持等） 

第１０条 従業者は、正当な理由がなく、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らしてはならな 

い。 

  ２ 従業者であった者が、正当な理由がなく、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏ら

すことがないよう、従業者でなくなった後においても、これらの秘密を保持するべき旨を従業者

との雇用契約の内容とする。 

 

（苦情処理） 

第１１条 管理者は、利用者やその家族等からの相談や苦情に対して迅速かつ適切に対応するため、自ら

若しくは担当責任者を配置し、解決に向けて詳しい事情を聞くとともに、当該従業者や関係者か

らも事情を聴取する。その結果をもとに、管理者は改善の措置を講じ、利用者及び家族に説明す

るものとする。 
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２ 管理者は、普段から苦情が出ないようなサービスを心掛け、朝礼や会議等により伝達を行う等の

措置を講じる。 

 

（運営推進会議） 

第１２条 事業所の行うサービスを地域に開かれたサービスとし、サービスの質の確保を図ることを目的 

として、運営推進会議を設置する。 

  ２ 運営推進会議のメンバーは利用者、利用者の家族、地域住民の代表者及び認知症対応型共同生活 

介護についての知見を有する者とする。 

  ３ 運営推進会議の開催は、概ね２ヶ月に１回以上とする。 

  ４ 運営推進会議においては事業活動状況を報告し、評価を受けるとともに必要な意見や要望、助言 

等を聴く機会とする。 

 

（虐待の防止のための措置に関する事項） 

第１３条 施設は，利用者の人権の擁護，虐待の発生又はその再発を防止するため，以下に掲げる措置を

講じるものとする。 

１  虐待防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことが出来るものと

する。）を定期的に開催するとともに，その結果について従業者に周知徹底を図る。 

２ 虐待の防止のための指針を整備する。 

３ 従業者に対し，虐待の防止のための研修を定期的（年２回以上）及び新規採用時に実施する。 

４ 前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を設置する。 

 

（損害賠償） 

第１４条 事業所は、利用者に対するサービスの提供により事故が発生した場合には、速やかに利用者の

家族や保険者に対し連絡を行うとともに、必要な措置を講ずる。 

  ２ 事業所は、サービスの提供に伴って、事業所の責に帰すべき事由により賠償すべき事故が発生し

た場合には、速やかにその損害賠償を行う。 

  ３ 事業所は、前項の損害賠償のために、損害賠償責任保険に加入する。 

 

（その他運営に関する留意事項） 

第１５条 事業所は、介護従業者の資質向上のために、次のとおり研修の機会を設けるものとする。 

（１）採用時研修～採用後３ヶ月以内 

（２）継続研修 ～２年目以降、年１回以上 

  ２ 事業所は、事業の提供にあたり、認知症対応型共同生活介護計画、サービス内容の記録、身体拘

束の記録、苦情の記録、会計の記録の他、必要な帳簿等を整備、保管するものとする。 

３ この規程に定める事項の他、当該事業所の運営に関する事項は、社会医療法人恵和会と管理者と

の協議に基づいて定めるものとする。 

 

附則 

 この規程は、平成２８年１２月１日から施行する。 

       令和 3 年 1 月 1 日 改訂。 
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       令和 3 年 ２月 1 日 改訂。 

     令和 ５年 １月１日 改訂。 

     令和 6 年 ３月１日 改訂。 

 


